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本イメージ図は、とちぎの道路・交通ビジョン2021の掲載図であり、
本素案の施策の方向性を踏まえ一部更新予定です。

目指す将来像「誰もが、安全・安心・自由に移動し、
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めざすとちぎの将来像

共に創る 人も地域も輝く “元気なとちぎ”

Ⅰ はじめに

役割１

2

暮らし・地域 産業・観光

県土強靭化

～ 目指す将来像 ～

「誰もが、安全・安心・自由に移動し、

交流・社会参加できる持続可能な社会」

持続可能な交通ネットワーク

この「とちぎの道路・交通ビジョン2026」は、県政の基本指針である栃木県重点戦略｢（次期プラン_

名称未定）｣に掲げるめざす将来像「共に創る 人も地域も輝く “元気なとちぎ”」の実現に向けて、 

21世紀中頃の栃木県の姿を展望しながら、道路・交通分野の「施策の方向性」を定め、広域的な

道路の「具体の施策」をお示しする道路・交通分野の分野別計画です。

Ⅰ はじめに

期間２

本ビジョンは、令和８（2026）年度を初年度として、概ね20～30年間の中長期的な視点で策定し

ます。

なお、社会経済情勢に大きな変化や関連施策の変更等が生じた場合など、必要に応じて計画の

見直しを行うこととします。

概要３

本ビジョンでは、本県の強みを生かしながら、時代の潮流や交通環境の変化を的確に捉え、交通

インフラを最大限賢く使うことで移動の価値と質の向上を図り、「県民の豊かな暮らし」や「産業・観

光の持続的な成長・発展」、「強くしなやかで安全・安心な県土」を支える持続可能な交通ネット

ワークの構築を目指し、①｢全国・海外と連携する交通ネットワーク｣ 、②｢県内各拠点を結ぶ交通

ネットワーク｣、③｢地域を支える交通ネットワーク｣の更なる連携・強化に加え、④「県土強靱化の推

進」、⑤「DX・GXの推進」により、「誰もが、安全・安心・自由に移動し、交流・社会参加できる持続

可能な社会」の実現を図ります。



Ⅰ はじめに

栃木県重点戦略 （次期プラン_名称未定）

部門別計画 （次期県土プラン_名称未定）

道路・交通分野

『とちぎの道路・交通ビジョン２０２６』

河川・砂防分野

まちづくり分野

分野別計画
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とちぎの道路・交通ビジョン
（道路・交通分野）

栃木県広域道路交通計画
（道路分野のみ）

新広域道路交通ビジョン
（道路分野のみ）

新広域道路交通計画
（道路分野のみ）

とちぎの道路・交通ビジョン2026

調 整

国（関東ブロック）

調 整

位置付け（計画体系図）４

「（次期プラン_名称未定）」や県土づくりの重点施策を示す「（次期県土プラン_名称未定）」を踏ま

えた道路・交通分野の「分野別計画」であり、21世紀中頃までの長期的な観点で策定します。

国の計画との関係５

国が策定した「関東ブロック新広域道路交通ビジョン」及び「関東ブロック新広域道路交通計画」

を踏まえ、「とちぎの道路・交通ビジョン」と「栃木県広域道路交通計画」を策定します。



Ⅱ
とちぎの道路・ビジョン

Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン
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2020年（実績）

総人口：約193万人

65～74歳

約292千人

（約15.1％）

15～64歳

約1,137千人

（約58.8％）

75歳～

約273千人

０～14歳

約232千人

（約12.0％）

2040年（推計）

総人口：約165万人

75歳～

約364千人

（約21.1％）

65～74歳

約259千人

（約15.7％）

15～64歳

約867千人

（約52.6％）

０～14歳

約158千人

（約9.6％）

2060年（推計）

総人口：約128万人

75歳～

約372千人

（約29.0％）

65～74歳

約175千人

（約13.7％）

15～64歳

約625千人

（約48.8％）

０～14歳

約108千人

（約8.5％）

資料：栃木県総合政策部推計（2024年8月）

図表2：栃木県のバス・タクシーの運転士数の推移

図表4：物流輸送の将来推計（対策を講じない場合）

資料：国土交通省「持続可能な物流の実現に向けた検討会中間とりまとめ」より作成

資料：国土交通省「全国貨物全流動調査（物流センサス）」より作成

図表5：貨物量の推移と物流件数の推移

図表1：栃木県の5歳階級別人口の将来推計（趨勢ケース）

2019年

2024年

2030年

資料：とちぎの公共交通

図表3：トラック運転手の有効求人倍率

資料：厚生労働省「職業安定業務統計」より作成

人口減少・少子高齢化の進行、運転者不足１

栃木県の人口は、加速度的に減少すると予測され、高齢化が更に進行すると予測されます。

人口減少・少子高齢化の進行に伴い、バスやタクシーの運転士が減少していることに加え、トラッ

ク運転手の有効求人倍率が常に高水準にあり、運転者不足が深刻化しています。

今後、生活や経済活動を支えてきた社会の仕組みや基盤の維持が困難となることが懸念されて

います。

１ 時代の潮流

輸送力の不足２

トラック運転手等の働き方改革（労働時間規制）により、物流の停滞が懸念される「2024年問題」

に直面し、2030年度に34％の輸送力不足が見込まれます。また、貨物１件あたりの貨物量が直近

の30年で約３分の１まで減少する一方、物流件数はほぼ倍増しており、輸送力不足や小口・多頻

度化に対応した効率化が求められています。

資料：栃木県総合政策部推計（2024年8月）より作成
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2019年度 2030年度 2035年度 2040年度 2050年度

46％削減 60％削減 73％削減 カーボン
ニュートラル

Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン

資料：東京管区気象台「栃木県の気候変化」

図表9：土砂災害発生件数の推移（Ｓ57～Ｒ6）
資料：国土交通省「令和６年の土砂災害」

図表6：栃木県宇都宮市の年平均気温偏差
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図表7：国全体のCO₂排出量と道路分野の関係

資料：国土交通省「道路分野の脱炭素化政策集 Ver.2.0」より作成

気候変動３

栃木県（宇都宮市）の年平均気温は、過去100年間で約2.53℃の割合で上昇し、熱中症リスク

の増加や農産物の品質低下など、気候変動の影響が顕在化しています。

こうした中、地球温暖化対策計画の改定など、カーボンニュートラルの実現に向けた国全体の目

標設定や対策強化が進められており、国内のCO2排出量の約18％を占める道路分野においても、

CO2排出量の削減目標が設定されるなど、カーボンニュートラルの実現に向けた脱炭素化の推進

が求められています。

頻発・激甚化する自然災害４

大雨の頻度の増加や平均気温の上昇など、気候変動の影響により災害が頻発・激甚化しており、

今後も自然災害リスクの高まりが懸念されています。

また、令和６年度能登半島地震など、全国的にみると、近年、大規模な地震が発生しており、引

き続き災害への備えが不可欠となっています。

図表8：道路全体のCO₂排出量の削減目標

資料：国土交通省「道路脱炭素基本方針」より作成

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％ 100％

道路整備

約785万t-CO2/年

約0.8％

道路管理

約288万t-CO2/年

約0.3％

道路利用

約1億6.275万t-CO2/年

約16.5％

道路分野

約18％

道路分野のCO2排出量：約1.7億t-CO2/年約（全体の約18％）
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図表12：栃木県の観光客入込数・宿泊数，観光消費額
資料：栃木県「栃木県観光客入込数・宿泊数推定調査」 観光庁「共通基準による観光入込客統計」
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資料：国土交通省「国土形成計画（全国計画）関連データ集」より作成

図表10：東京での移住相談・問合せ数推移

図表11：地方移住への関心（東京圏在住者）

ライフスタイルの多様化５

東京での移住相談件数が増加傾向にあるなど、若者世代を含めた東京圏居住者の地方移住へ

の関心が高まっています。また、テレワークを始めとするデジタルを活用した場所に縛られない新た

な暮らし方・働き方への転換が進行しています。

二地域居住など多様な暮らし方や働き方を自由に選択できる地域社会の形成を通じて、地方へ

の人の流れの創出・拡大を図ることが求められています。

インバウンドの増加６

栃木県の観光産業は、新型コロナウイルス感染症により大きな影響を受けましたが、令和６

（2024）年には、観光客入込数および観光客宿泊数が回復し、外国人宿泊数および観光消費額

は過去最高を更新しました。

訪日外国人旅行者数（インバウンド）の増加が見込まれる中、本県への誘客を促進し、地域活性

化を図ることが求められています。

資料：内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」」より作成
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②課題

Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン

高速自動車国道

一般国道
自動車専用道路

計画中

構想中

図表14：県内の交通事故発生件数・歩道未整備区間の通学状況(県道大田原氏家線/さくら市)

図表13：高規格道路の空白域図

資料：「とちぎの交通事故」（令和６年版 栃木県警察本部）、
「交通年鑑」（令和元年版～令和６年版 栃木県警察本部）を加工して栃木県県土整備部が作成

【凡例】 現状を踏まえた課題 時代の潮流等を踏まえた課題

輸送力の不足等を踏まえ、本県産業の競争力を一層高め、持続的な成長を実現していくた

めには、高い定時性と効率的な移動の確保が必要です。

県域を越えた国内外との連携を図るため、高規格道路の空白域の解消、広域道路ネット

ワークの充実・強化が必要です。

災害時に早期に広域交通を確保するため、広域道路の多重性・代替性の確保が必要です。

8

高規格道路網
の空白域

広域道路１

交通事故２

（１） 道路の現状と課題

①現状

人口減少が進む中であっても、本県産業の競争力を

一層高め、持続的な成長を実現していくためには、国

内外との人やモノの交流・連携を促進する広域道路

ネットワークの構築が重要です。しかしながら、県内に

は高規格道路の空白域が存在するほか、整備済み区

間においても暫定２車線での供用箇所があるなど、

ネットワーク全体としての機能が十分に発揮できていな

い状況です。

また、首都直下地震など首都圏が広域的に被災した

際のバックアップ強化や、災害時における県民生活や

社会インフラ機能の維持を実現するため、空港や港湾

等の交通拠点への安定的かつ効率的な輸送を実現

する広域道路の多重性・代替性の確保が求められて

います。

２ 現状と課題

①現状

近年、県内の交通事故発生件数は減少傾向にあるものの、歩行者や自転車利用者の事故や子

どもの通学時における事故はほぼ横ばいの状況です。

また、全国的にも歩行者や自転車が多く利用する生活道路や小学校の通学路などにおいて事故

が多数発生し、子どもたちの命を守る交通安全対策が求められています。

②課題 【凡例】 現状を踏まえた課題 時代の潮流等を踏まえた課題

子どもたちをはじめとする道路の利用状況を的確にとらえ、安全で安心して道路を利用でき

るよう、交通安全対策を推進が必要です。
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将来にわたって必要な道路機能を発揮し続けるため、事後保全から予防保全への本格的

な転換や新技術の活用などによる維持管理費の低減を図るなど、持続可能な道路管理の推
進が必要です。

図表17：栃木県が管理する建設後50年を経過する橋梁

資料：栃木県県土整備部集計

図表16：観光地の渋滞状況（那須高原線/那須町）図表15：旅行速度の調査結果
（県道宇都宮向田線/宇都宮市）

地域間の交流・連携を促進するため、幹線道路等における円滑な移動の確保が必要です。

観光地としての魅力向上を図り、国内外からの観光誘客を強化するため、観光地への快適

な移動の確保が必要です。

カーボンニュートラルの実現に向け、ハード・ソフトの両面での渋滞対策によりCO₂の排出量

削減が必要です。

資料：栃木県県土整備部作成
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図表18：老朽化した橋梁※整備前

（県道黒磯棚倉線/那須塩原市昭明橋）

交通渋滞３

①現状

県内の各拠点を結ぶ幹線道路においては、都市部を中心として朝夕の通勤時間帯に交通渋滞

が発生する箇所も多く、定時性や速達性が損なわれている状況です。

また、日光や那須をはじめとする観光地においては、行楽シーズンを中心に発生する交通渋滞が

円滑な観光周遊に支障をきたすだけでなく、国内外からの来訪者の満足度を低下させる要因と

なっています。

②課題 【凡例】 現状を踏まえた課題 時代の潮流等を踏まえた課題

社会インフラの老朽化４

①現状

橋梁やトンネル等の道路施設は、高度成長期以降に整備したものが多く、今後、建設から50年

以上経過する施設の割合が加速度的に増加することが見込まれ、適切な維持管理による老朽化

に起因する事故や機能低下の予防が求められています。

②課題 【凡例】 現状を踏まえた課題 時代の潮流等を踏まえた課題
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県民の「命」や「財産」はもとより、日々の「暮らし」や「生業」を守るため、市町、民間企業や

県民等のあらゆる関係者と連携しながら、強くしなやかな交通ネットワークの構築に向けた取組
を着実に推進していくことが必要です。

災害時において安定した移動を確保できる道路空間を形成するため、道路空間の防災・減

災対策を推進していくことが必要です 。

（県道宇都宮今市線/日光市岩崎） （国道121号/日光市藤原）

（県道県民の森矢板線/矢板市長井）

図表19：過去の自然災害による被災状況
（上：平成27年9月関東東北豪雨災害 、 下：令和元年東日本台風）

（県道上永野下永野線/鹿沼市久保田橋）

防災・減災、県土強靭化５

①現状

近年では、気候変動の影響により、全国各地で自然災害が頻発・激甚化しており、更には、首都

直下地震などの巨大地震の発生も切迫しています。

このような中、国は国土強靱化基本法に基づく「第１次国土強靱化実施中期計画」を定め、令和

12（2030）年度までの５年間で対策の加速化・深化を図ることとしています。

県ではこれまで国の施策に呼応し、積極的に対策を進めていますが、防災・減災、県土強靱化の

取組は道半ばにあります。

②課題 【凡例】 現状を踏まえた課題 時代の潮流等を踏まえた課題
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図表20：県内のおける路線バス系統数の推移

資料：とちぎの公共交通

図表21：公共交通で不満に感じる点

資料：栃木県「県政世論調査」より作成

図表23：第三セクター鉄道の経常損失額の推移

資料：栃木県県土整備部作成

図表22：県内の生活交通運行に係る公費負担額の推移

資料：とちぎの公共交通

11

地域の実情に応じた誰もが移動しやすく拠点間をシームレスに連結する交通ネットワークの

確保、地域公共交通の利便性向上が必要です。

インバウンドの増加等を踏まえ、国内外からの快適な公共交通での移動の確保が必要です。

運転士不足に対応するとともに、効率的で持続可能な交通ネットワークの確保が必要です。

地域住民の日常生活等を支える誰もが自由に移動できる公共交通サービスの維持・確保

が必要です。

交通渋滞公共交通のサービス確保１

①現状

バス利用者の減少や運転士不足に伴い民間バス路線の統廃合が進んだ結果、廃止区間を市

町の生活交通であるコミュニティバスやデマンド交通が補完している状況です。

また、利用者からは運行本数が少ない等の意見が出されており、サービス水準の向上が求めら

れています。

（２） 公共交通の現状と課題

②課題 【凡例】 現状を踏まえた課題 時代の潮流等を踏まえた課題

公共交通の持続可能性２

①現状

公共交通の利用者の減少などにより、運行を維持するための公費負担額や第三セクター鉄道の

経常損失額が増加傾向です。

②課題 【凡例】 現状を踏まえた課題 時代の潮流等を踏まえた課題
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図表25：広域交流・連携ネットワーク図図表24：恵まれた立地環境にある栃木県

図表28：茶臼岳（那須町）図表26：華厳の滝（日光市） 図表27：第２いろは坂（国道120号/日光市）

● 今後、圏央道の全線開通や北海道新幹線の延伸、リニア中央新幹線の開業といった広域
交通ネットワークの整備が進むことで、広域的な拠点がつながるコリドールネットワークの強化や
国内外との交流・連携が一層促進され、人・モノの交流の要所としての役割が高まることが期
待されます。

● 大規模な地震が少ない、広大で安全な県土形成や首都圏への近接性等の強みを活かし、
首都直下地震など大規模災害時のバックアップ拠点として、本県の価値がより一層高まること
が期待されます。

● 二次交通の利便性向上など周遊観光の促進により、観光産業の発展とともに地域活性化
が期待されます。

地理的優位性１

①強み

栃木県は、関東地方北部に位置し、東京に60～160km圏と近接しており、日常の生活や経済活

動に利便性や優位性の高い立地環境にあります。

また、東北自動車道や東北新幹線などの東京と東北・北海道を結ぶ南北軸と、北関東自動車

道などの太平洋・日本海を結ぶ東西軸が交差する結節点に位置し、交通の要衝としての地理的優

位性も有しています。

②ポテンシャル

３ 栃木県の強み

観光資源２

①強み

四季折々に表情を変える山々や清流、里山、田園も含めた豊かな自然は、訪れる人々にやすら

ぎや癒しをもたらす観光資源でもあり、県民はもとより、国内外から訪れる多くの人々を魅了し、全

国有数の観光地である日光や那須地域の魅力のひとつにもなっています。

②ポテンシャル
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図表31：3種類圏域図 図表32：公共交通サービス圏域

資料：旅行速度データ(ETC2.0データ：2024年4月)

図表29：栃木県の県内総生産(名目)と全国順位の推移 図表30：栃木県産農産物の輸出額の推移

資料：栃木県農政部集計

● これまでの道路整備等の成果を最大限活用し、県域を越えた人やモノの交流を更に活性
化させることで、本県の更なる成長・発展につながることが期待されます。

● 高い定時性と効率的な移動を実現する交通ネットワークの確保により、本県産業の持続的
な成長・発展につながることが期待されます。

公共交通
サービス圏域

人口ｶﾊﾞｰ率
94.7%

資料：とちぎの公共交通

凡 例

公共交通サービス圏域

サービス圏域
（鉄道・LRT・バス）

サービス圏域
（区域運行型デマンド交通）

鉄道駅・停留場

県土
80・70・60分圏域

人口ｶﾊﾞｰ率
92.0%（60分）

高速IC
30・20・10分圏域

人口ｶﾊﾞｰ率
97.2%（30分）

新幹線駅
30・20・10圏域

人口ｶﾊﾞｰ率
67.8%（30分）

凡 例

県土80・70・60分圏域

県庁60分到達圏

県庁70分到達圏

県庁80分到達圏

栃木県庁

凡 例

高速IC30・20・10分圏域

IC10分到達圏域

IC20分到達圏域

      IC30分到達圏域

高速IC・SIC

高規格道路の交差点

凡 例

新幹線駅30・20・10分圏域

駅勢10分到達圏域

駅勢20分到達圏域

      駅勢30分到達圏域

新幹線駅（東北新幹線）

活力ある産業３

①強み

栃木県は、1960 年代後半からの積極的な工業化政策による第２次産業の成長に伴い、全国有

数の「ものづくり県」として発展を遂げ、県内総生産は平成27（2015）年度に９兆円を超えています。

また、県産農産物輸出額については、令和３（2021）年度以降、５億円を超え、令和６（2024）年

は過去最高の8.2億円となっています。

②ポテンシャル

交通環境４

①強み

県土60分及び高速IC30分圏域、また公共交通サービスの人口カバー率が90％以上を達成し、

県内の移動の利便性を大きく高めています。

②ポテンシャル
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資料：下野市

図表36：利用状況

資料：宇都宮市「第４０回芳賀・宇都宮基幹公共交通検討委員会」

資料：小山市資料：日光市

自動運転技術の進展１

自動運転は、自家用車・移動サービス・物流サービスに導入することにより、交通事故の削減、渋

滞の解消や緩和、高齢者等の移動手段の確保、運転手不足の解消、国際競争力の強化等につ

ながる技術として期待されます。

道路交通法改正や手引き、ガイドライン策定など、自動運転の社会実装に向けた環境整備が整

いつつあります。

県内市町においても自動運転の実証実験等の取組が進められていることに加え、東北自動車道

の県内区間（佐野SAｰ大谷PA間）においての実証実験が予定されています。

４ 交通環境の変化

県央地域の東西基幹公共交通軸の強化２

全国初の全線新設による本格的なＬＲＴとして「宇都宮芳賀ライトレール線」が新規開業となった

ことに加え、ＪＲ宇都宮駅西側の延伸が検討されるなど、県央地域の東西基幹公共交通軸の強化

が進められています。

図表35：令和７年度における整備効果

資料：小山市・下野市
図表34：自動運転バス実証実験のバス及び車内モニター

図表33：自動運転バス実証実験のチラシ



「強くしなやかで安全・安心な」交通ネットワークは、「県民の豊かな暮らし」や「産業・観光の持続

的な成長・発展」に不可欠な移動を支える基盤です。

本県の強みを生かしながら、人口減少・少子高齢化の進行や運転者不足、輸送力の不足、気

候変動、頻発・激甚化する自然災害など、大きく変化する時代の潮流や交通環境の変化を的確

に捉え、インフラを最大限賢く使うことで、移動の価値と質の向上を図り、「暮らし・地域」、「産業・

観光」、「県土強靭化」を支える持続可能な交通ネットワークの構築を目指します。

そこで、本ビジョンでは、目指す将来像を

と掲げます。

将来像の実現に向けて、「暮らし・地域」、「産業・観光」、「県土強靭化」の３つの視点で「目指す

交通ネットワークの姿」を描き、その実現に向け、施策の方向性を示します。

Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン

「誰もが、安全・安心・自由に移動し、
交流・社会参加できる持続可能な社会」

15

暮らし・地域 産業・観光

県土強靭化

～ 目指す将来像 ～

「誰もが、安全・安心・自由に移動し、

交流・社会参加できる持続可能な社会」

持続可能な交通ネットワーク

５ 目指す将来像



イメージ図を挿入予定

イメージ図を挿入予定

イメージ図を挿入予定

Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン
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産業・観光

人・モノ・サービスが、
シームレスに行き交う

県土強靱化

強くしなやかなで、
安全・安心な移動を支える

暮らし・地域

誰もが自由に移動し、
交流や社会参加できる
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〇県域を越えた連携を支える広域道路ネットワークの強化
〇国内外からの快適な移動を実現する公共交通の利便性向上

全国・海外と連携する交通ネットワークの充実・強化

〇拠点間の連携・交流を支える道路ネットワークの強化
〇拠点間の移動を支える公共交通ネットワークの確保・充実

県内各拠点を結ぶ交通ネットワークの充実・強化

〇安全で賑わいのある暮らしを実現する道路空間の整備
〇すべての人の暮らしを支える公共交通サービスの維持・確保

地域を支える交通ネットワークの充実・強化

〇災害時における広域的な代替道路ネットワークの整備
○平常時・災害時問わず安定した移動を支える道路空間の維持・強化

県土強靱化の推進

○自動運転・AI技術を活用した持続可能な交通ネットワークの確保・充実
〇デジタル等新技術を活用した持続可能な道路管理の推進
〇脱炭素化を実現する道路交通の適正化と道路建設・管理の推進

DX・GXの推進

17

施策の方向性の概念図

施策の方向性の体系

横
断
的
視
点

全国・海外
と連携する

県内各拠点
を結ぶ

地域を支える

県土強靭化の推進

DX・GX
の推進

持続可能な交通ネットワーク

施策の方向性１

目指す将来像を実現する持続可能な交通ネットワークの構築に向け、交通ネットワークを３つの階

層で整理し横断的視点を加えた施策の方向性を示し、各種施策を推進します。

６ 施策の方向性・具体例



Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン
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地域拠点

生活拠点

広域拠点

広域拠点

地域拠点

地域拠点

生活拠点

生活拠点

生活拠点

生活拠点

生活拠点
産業拠点 観光拠点

全国・海外と連携する交通ネットワーク

歴
史
ふ
れ
あ
い
サ
ブ
コ
リ
ド
ー
ル

清
流
ふ
れ
あ
い
サ
ブ
コ
リ
ド
ー
ル

ス
カ
イ
コ
リ
ド
ー
ル

セ
ン
タ
ー
コ
リ
ド
ー
ル

自然ふれあいサブコリドール

オーシャンコリドール

全国・海外との連携
（圏央道・外環道）

北海道
東北(太平洋)

東北
(日本海)

東 京

関西・
中部圏

羽田空港・
京浜港

新潟・新潟港・
新潟空港・
前橋・高崎

新潟・新潟港・
新潟空港

つくば

成田国際空港

茨城空港

水戸・
茨城港

いわき・
北茨城

福島空港

横断的視点

県土強靭化の推進 ＤＸ・ＧＸの推進

地域を支える交通ネットワーク

資料：とちぎの都市ビジョン

資料：国土交通省「テーマでみる「小さな拠点」づくりヒント集」

イメージ図を挿入予定

県内各拠点を結ぶ交通ネットワーク

施策の方向性（イメージ）２



Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン

※コリドールネットワーク

具体例

◆県域を越えた連携を支える
広域道路ネットワークの強化

◆国内外からの快適な移動を実現する
公共交通の利便性向上

「全国・海外と連携する交通ネットワーク」のイメージ
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構想路線の実現
（（仮）つくば・八溝縦貫・白河道路）

（（仮）北関東北部横断道路）

高規格道路の整備
（国道408号/宇都宮高根沢BP）

スマートＩＣ整備の支援
（北関東自動車道/出流原スマートＩＣ）シームレスな移動を支える交通環境の整備

（広島駅構内の事例）

歴
史
ふ
れ
あ
い
サ
ブ
コ
リ
ド
ー
ル

清
流
ふ
れ
あ
い
サ
ブ
コ
リ
ド
ー
ル

ス
カ
イ
コ
リ
ド
ー
ル

セ
ン
タ
ー
コ
リ
ド
ー
ル

自然ふれあいサブコリドール

オーシャンコリドール

全国・海外との連携
（圏央道・外環道）

北海道
東北(太平洋)

東北
(日本海)

東 京

関西・
中部圏

羽田空港・
京浜港

新潟・新潟港・
新潟空港・
前橋・高崎

新潟・新潟港・
新潟空港

つくば

成田国際空港

茨城空港

水戸・
茨城港

いわき・
北茨城

福島空港

資料：国土交通省「関東ブロック新広域道路交通計画」より作成

（１） 全国・海外と連携する交通ネットワークの充実・強化

茨城県

栃木県



Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン

◆拠点間の移動を支える公共交通ネットワークの確保・充実

「県内各拠点を結ぶ交通ネットワーク」のイメージ

◆拠点間の連携・交流を支える道路ネットワークの強化

具体例

20

第三セクター鉄道の運行・施設整備支援

栃木西部都市連絡道路の整備
（国道293号/鹿沼市楡木BP）

観光地へのアクセス道路の整備
（国道１１９号/日光市）

交通結節機能の充実・強化

資料：国土交通省「2040年、道路の景色が変わる」

新たなモビリティサービスの導入

LRT整備事業への支援

（２） 県内各拠点を結ぶ交通ネットワークの充実・強化



Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン

◆すべての人の暮らしを支える公共交通サービスの維持・確保

「地域を支える交通ネットワーク」のイメージ

◆安全で賑わいのある暮らしを実現する道路空間の整備

具体例

資料：国土交通省「テーマでみる「小さな拠点」づくりヒント集」
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鉄道交差部の立体化、拡幅
（県道宇都宮那須烏山線/那須烏山市）

市町と連携した生活交通の充実共創による地域交通の担い手の確保・育成
（スキルアップセミナーの開催）

通学路の歩道整備
（県道杉山石末線/高根沢町）

道路空間の再配分
（人中心の道路空間）

資料：国土交通省「2040年、道路の景色が変わる」

（３） 地域を支える交通ネットワークの充実・強化



Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン

◆平常時・災害時問わず安定した移動を支える道路空間の維持・強化

「県土強靱化」のイメージ

◆災害時における広域的な代替道路ネットワークの整備

具体例
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橋梁の長寿命化
（県道黒磯棚倉線/那須塩原市昭明橋）

整備前

整備後

道路法面の防災対策
（県道塩原矢板線/那須塩原市）

無電柱化
（国道294号/那須烏山市）

整備前

整備後

高規格道路の整備
（栃木西部・会津南道路/国道121号日光川治防災）

イメージ図を挿入予定

構想路線の実現
（（仮）つくば・八溝縦貫・白河道路）（（仮）北関東北部横断道路）

（４） 県土強靱化の推進

資料：国土交通省「関東ブロック新広域道路交通計画」より作成

茨城県

栃木県



◆脱炭素化を実現する道路交通の適正化と
道路建設・管理の推進

Ⅱ とちぎの道路・交通ビジョン

◆デジタル等新技術を活用した持続可能な
道路管理の確保・充実

「DX・GX」のイメージ

◆自動運転技術を活用した持続可能な交通ネットワークの確保・充実

具体例

23

ライブカメラ配信

過去の渋滞状況の発信

道路交通の適正化（渋滞対策）
（国道119号外/日光市）

無人自動運転移動サービスの導入支援
（下野市）

自動運転技術を活用した道路空間の多機能化
（路車協調システム・道路インフラからの情報提供イメージ）

道路施設点検の新技術活用
（AI画像診断を活用した道路パトロール）

資料：自動運転移動サービス社会実装・事業化の手引き 資料：2023年度 第１回デジタルライフライン全国総合整備実現会議

道路建設・管理（照明LED化）
（国道293号/会沢トンネル）

整備前

整備後

資料：とちぎの都市ビジョン

（５） ＤＸ・ＧＸの推進



Ⅲ
栃木県広域道路交通計画

Ⅲ 栃木県広域道路交通計画
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１ 国際交流拠点や全国とのネットワークの強化

２ 持続可能で魅力ある都市・地域づくり

３ 県土強靱化

１交通結節機能の充実・強化の推進

２ 災害対策活動拠点整備・強化の支援

１ 自動運転技術の活用推進

（１） 広域道路ネットワーク計画

施策１：高速道路へのアクセス強化

施策２：県域を越えた広域幹線道路網の整備

政策３：直轄国道の機能強化

施策１：拠点間を結ぶ幹線道路網の整備

施策２：広域観光の周遊性向上

施策１：多様で代替性のある幹線道路網の整備

施策２：道路構造物の計画的な修繕・更新等

施策１：交通結節機能の充実・強化

施策１：道の駅の防災拠点化の支援

施策２：災害時における高速道路休憩施設の活用

施策１：自動運転技術の活用

施策２：道路インフラからの無人自動運転サービスの支援

（２） 交通・防災拠点計画

（３） ICT交通マネジメント計画

Ⅲ 栃木県広域道路交通計画

１. 広域的な道路交通の基本方針

とちぎの道路・交通ビジョンで定めた施策の方向性に基づき、道路分野の「広域的な道路交通」に関

する具体の施策を示します。

「広域道路ネットワーク」、「交通・防災拠点」、「ICT交通マネジメント」の３つの視点から、以下のとおり

基本方針を設定します。

施策の方向性 基 本 方 針

全国・海外と連携する
交通ネットワークの充実・強化 項目・内容の精査必要

DX・GXの推進

県内各拠点を結ぶ
交通ネットワークの充実・強化

県土強靱化の推進

地域を支える
交通ネットワークの充実・強化

25

２ ビッグデータの活用推進

施策１：ビッグデータの活用



栃木県の骨格を形成し、地域活性化や物流支援、救急搬送時の移動時間の短縮など高速道路が持つ多様

な機能を発揮させるため、スマートICの新規整備及び高速道路ICにアクセスする道路の強化など、高速道路へ

のアクセス性の向上を図ります。

施策１ 高速道路へのアクセス強化

Ⅲ 栃木県広域道路交通計画

２. 基本方針に基づく主な具体施策

（１） 広域道路ネットワーク計画

国際交流拠点や全国とのネットワークの強化１

施策２ 県域を越えた広域幹線道路網の整備

本県の高規格道路は「茨城西部・宇都宮広域連絡道路」、「常総・宇都宮東部連絡道路」、「日光宇都宮道

路」及び「栃木西部・会津南道路」の4路線が指定されています。本県産業の競争力強化と成長促進により地

域経済の活性化を図るため、バイパスや現道拡幅、交差点の立体化等の整備を推進します。

このほか、県域を越えた広域的な交流・連携に必要な路線のうち、特に、広域道路網の空白域となっている

地域においては、交通ネットワーク上のミッシングリンク解消など、県内外との交流促進や連携強化を図るため、

高規格道路の整備を推進します。

施策３ 直轄国道の機能強化

本県の広域道路網の骨格を形成し、重要物流

道路にも指定されている国道4号や新４号国道、

国道50号といった直轄国道については、交通渋

滞の緩和、交通安全の確保及び拠点へのアクセ

ス向上を目的としたバイパス整備や現道拡幅、

交差点の計画的な立体化を促進します。
26

（仮）つくば・八溝縦貫・白河道路
（仮）北関東北部横断道路

栃木西部・会津南道路
（国道121号/日光川治防災）

国道4号 矢板大田原バイパス国道4号 西那須野道路

国道４号（現道）

西那
須野
道路

至
福
島

至
東
京

茨城西部・宇都宮広域連絡道路
（国道119号/宇都宮環状北道路）

平均インター間
距離の比較

整備前 整備後
【事業中】

参考

東北自動車道 8.9 8.2
埼玉県7.2、
群馬県8.3

北関東自動車道 9.0 6.5
群馬県4.7、
茨城県7.4

国道293号/栃木市
（都賀西方スマートＩＣアクセス道路）

事業中スマートIC

(仮称)大谷スマートIC

(仮称)下野スマートIC

(仮称)足利スマートIC

(仮称)壬生PAスマートIC

矢
板
大
田
原
バ
イ
パ
ス

至東京

至福島

資料：国土交通省「関東ブロック新広域道路交通計画」より作成

茨城県

栃木県

（仮称）壬生
PAスマートIC

(仮称)大谷スマートIC

(仮称)足利スマートIC
(仮称)下野スマートIC

那須高原スマート

那須

黒磯板室

西那須野塩原

上河内スマート

矢板

宇都宮

鹿沼

栃木

宇都宮上三川

真岡

足利 佐野SAスマート

佐野藤岡

佐野
田沼 都賀

壬生

矢板北スマート

県内のIC位置図

供用済IC

事業中SIC

都賀西方スマート

出流原
スマート



県内各地の自然・歴史・文化・食といった多様で

魅力的な地域資源を結び、活用を促進するため、

拠点間を結ぶ幹線道路網の整備を推進します。

施策１ 拠点間を結ぶ幹線道路網の整備

Ⅲ 栃木県広域道路交通計画

持続可能で魅力ある都市・地域づくり２

施策１ 多様で代替性のある幹線道路網の整備

災害時の円滑な避難・救助活動や支援物資の輸送等に必要なルートを確保するため、重要物流道路や緊

急輸送道路等の整備、道路防災対策等を計画的に推進します。

施策２ 道路構造物の計画的な修繕・更新等

施策２ 広域観光の周遊性向上

県内外の観光資源を連携する幹線道路の整備

や観光地の渋滞対策の強化等により、快適で魅力

ある広域観光の周遊性を高め、国内外からの観光

客の誘客促進を図ります。

県土強靱化３

計画的な修繕・更新のため、5年に一度の周期で点検を実施した上で予防的修繕を行うことにより、構造物の

長寿命化を図ります。また、地震発生時の機能確保のため、重要物流道路や緊急輸送道路上の橋梁につい

て耐震化を推進します。

27

ライブカメラ配信 過去の渋滞状況の発信

国道400号/那須塩原市下塩原ＢＰ

都市計画道路小山栃木都賀線/栃木市平柳

橋梁の長寿命化
（県道足利館林線/福猿橋）

橋脚補強

落橋防止対策

橋梁耐震化
（県道西小塙真岡線/田野橋）

重要物流道路・道路拡幅
（国道400号/那須塩原市西赤田）

緊急輸送道路・道路改築
（国道408号/宇都宮高根沢ＢＰ）

緊急輸送道路・道路防災対策
（国道120号/日光市）

渋滞対策（国道119号外/日光市）

国道１１９号/日光市

点検
法定点検
の実施

診断
健全度判定

措置
診断による対策

記録
施設情報の蓄積

個別施設
計画

情報の
記録・活用

事業評価
個別施設計画改定

個別施設計画に基づいた
メンテナンス計画の構築イメージ

整備前



栃木県では、交通基盤等を軸に、人、モノ、情報、産業、文化などが活発に交流し、これらを通して有機的
な連携が図られる地域の連なりを｢コリドール｣と呼び、そのネットワーク形成を進めてきました。

また、県内各地域と県庁を60分以内での連絡を目指す｢県土60分構想｣に基づき、その実現に向けて広
域道路ネットワークの整備を進めてきました。

今後は、平常時・災害時を問わない安定的で効率的な物流ネットワークの確保や空港・港湾等へのアクセ
ス強化など、県内はもとより県域を越えて全国・海外と一層連携するとともに、県土強靱化を推進するため広
域道路ネットワークの充実・強化を図ります。

21世紀中頃を見据えた、とちぎの広域道路ネットワーク

広域道路の階層

構想路線

その他広域道路

一般広域道路

高規格道路

○ 高規格道路
高速道路を含め、これと一体もしくは補完して機能する広域的な道路ネットワークを構成し、我が国の経済活動を支えると

ともに、頻発・激甚化、広域化する災害からの復旧・復興を図るため、主要な都市や重要な空港・港湾を連絡する道路

○ 一般広域道路
広域交通の拠点となる都市を効率的かつ効果的に連絡する道路や高規格道路等と重要な空港・港湾等を連絡する道路

○ 構想路線
高規格道路としての役割が期待されるが、ルート・構造について構想段階の道路

○ その他広域道路
高規格道路や一般広域道路と一体的に機能する広域道路

宇都宮・水戸連絡道路

Ⅲ 栃木県広域道路交通計画

広域道路ネットワーク図４
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Ⅲ 栃木県広域道路交通計画

（２） 交通・防災拠点計画

交通結節機能の充実・強化の推進１

施策１ 道の駅の防災拠点化の支援

道の駅は、観光地におけるゲートウェイ機能など、地域活性化を推進する拠点としての役割を担うとともに、災

害時における捜索・救助活動や緊急物資等の基地機能、復旧・復興活動の拠点など、地域における広域的な

防災拠点として機能を発揮できるよう、市町村や関係機関と連携しながら、防災機能の充実・強化の取組を支

援します。

施策２ 災害時における高速道路休憩施設の活用

施策１ 交通結節機能の充実・強化

高齢者をはじめ、誰もがシームレスに移動できるよう、複数の交通をつなぐ交通結節点の機能を強化し、乗り

換え機能の充実や便利で快適な空間の確保を図ります。

災害対策活動拠点整備・強化の支援②

集結・待機スペースの確保が可能な高速道路SA（サービスエリア）等は、自衛隊や警察、消防など、全国か

ら参集する支援部隊の集結拠点等としての活用を促進するため、NEXCO東日本との連携・協力を図ります。
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資料：国土強靱化推進本部（第１７回）資料7 資料：第１次国土強靱化実施中期計画

交通結節点の機能強化例
（広島駅構内）

道の駅の防災拠点化に向けた取組 対策実施例

交通結節機能の充実・強化（イメージ）

資料：国土交通省「2040年、道路の景色が変わる」
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Ⅲ 栃木県広域道路交通計画

交通・防災拠点位置図

新小山市民病院
佐野厚生総合病院
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平石



Ⅲ 栃木県広域道路交通計画

（３） ICT交通マネジメント計画

自動運転技術の活用推進①

施策１ 自動運転技術の活用

公共交通ネットワークの確保・充実の重要性が高まる一方、運転士不足が深刻化しバス路線の廃止や減便が

増加しており、このような地域課題に対応するため、無人自動運転移動サービスの導入を推進します。

県全体の公共交通ネットワークを持続可能なものとしていくため、市町・運行事業者等の関係者との共創により、

無人自動運転移動サービスの普及・拡大に取組みます。

施策１ ビッグデータの活用
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これまで渋滞対策の検討や主要渋滞箇所の渋滞緩和を目的として、 ETC2.0等のビッグデータを活用するなど、

民間企業と連携した実証実験などの取組を行ってきました。

今後は、渋滞対策のみならず交通安全対策や道路整備計画、サービスレベル分析等へのビッグデータの利活

用を推進します。

サービスレベル分析（イメージ）

ビッグデータの活用推進②

施策２ 道路インフラからの無人自動運転移動サービスの支援

交通量

その他
（代替性、損失時間など）

ビッグデータ等のデータ収集（イメージ）

● 時間別
● 箇所別
● 方向別 など

きめ細かい
データを収集

自動運転システム（イメージ） 実証実験の状況（下野市）

道路インフラから自動運転車両に対して走行を支援する路車協調システムや、自動運転車両及び交通全体の

安全性向上に資する走行空間整備により、自動運転移動サービスの実現を支援します。

路車協調システム（イメージ）
資料：自動運転移動サービス社会実装・事業化の手引き

資料：ICTを活用した新道路交通調査体系検討会
（第8回）参考資料

走行空間整備（イメージ）
資料：自動運転インフラ検討会（第3回）資料1 資料：2023年度 第１回デジタルライフライン全国総合整備実現会議

道路インフラからの情報提供（イメージ）

旅行速度

平均旅行速度分析図

資料：旅行速度データ
(ETC2.0データ：2024年4月)



前構想に「地域内交通ネットワーク」、「県内拠点間交通ネットワーク」及び「全国・海外

へ広がる交通ネットワーク」の連携性の向上を加え、「暮らしや産業・観光を支え、災害

に強い」交通ネットワークの構築に取組み、「すべての人にとって安全・安心・快適な移

動手段の確保」を目指しました。

①「暮らしを支える交通ネットワーク」

②「産業・観光を支える交通ネットワーク」

③「災害に強い交通ネットワーク」

「県土60分構想」の充実に加え、公共交通と自動車の「連携」と「役割分担」による総

合的な交通体系の構築が必要であることから、次を目標に掲げ、「誰もが、どこから、ど

こへでも、安全・スムーズに移動できる交通網の整備」に取り組みました。

①道路整備の推進

②公共交通の充実・連携

H13(2001)年 「県土60分構想」

H18(2006)年 「新たな県土60分構想」

H23(2011)年 「人にやさしい県土60分構想」

H28(2016)年 「とちぎの道路・交通ビジョン」～県土60分構想2016～

平成13年以前から同様の考え方はありましたが「構想」として取りまとめました。

次の3点を目標に掲げ、体系的な道路網の整備に取り組みました。

①県内各地域と宇都宮市(県庁)とを60分以内で連絡する

②高速道路インターチェンジに30分以内で連絡する

③県内主要都市を60分以内で連絡する

少子高齢化・グローバル化・環境問題などの社会情勢の変化へ対応するため「人の

移動」の重要性を構想に含め、「新たな県土60分構想」を継承するとともに、次の３つの

基本的考え方に基づき「人の移動の安全性・快適性・定時性の向上」を目指しました。

①暮らしの「安全安心」を支える道路交通網の整備

②とちぎの「活力成長」を生み出す交通網の整備

③とちぎの「人や環境」にやさしい交通網の整備

自然災害や新型コロナウイルス感染症等への危機対応力の強化等を踏まえ、次の３

つの交通ネットワークの充実・強化と連携の促進に取り組み、「誰もが、いつでも・どこでも、

安全・安心・快適に移動できる持続可能な社会」を目指しました。

①全国・海外と連携する交通ネットワークの充実・強化

②県内各拠点を結ぶ交通ネットワークの充実・強化

③地域を支える交通ネットワークの充実・強化

R3(2021)年 「とちぎの道路・交通ビジョン2021」 栃木県広域道路交通計画

栃木県では、県内各地域と県庁を60分で結ぶなどの道路網の整備を目標に掲げた「県土60分構

想」を平成13（2001）年に策定以来、当初の理念を継承しつつ、公共交通と自動車の連携や「人の

移動」の重要性、更には災害や新型コロナウイルス感染症等の危機対応力の強化など、時代の潮流

を踏まえた視点を加えながら、本県の道路・交通分野における施策の方向性を示す基本計画として

充実を図ってきました。

Ⅳ とちぎの道路・交通ビジョンの変遷
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Ⅳ とちぎの道路・交通ビジョンの変遷
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